
津山市

津山市下水道事業検討審議会②
令和４年５月３１日（火）
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＜課題＞

　① 全体計画区域内の整備率は約50％であり、整備完了には約30年程度の期間が必要。

　② 供用開始後30年が経過し、各施設を計画的に維持管理・改築更新していく必要がある。

　③ 下水道事業の財政状況は厳しさを増しており、人口減少や水需要の減少等により、今後
　　 の下水道使用料収入の伸びはあまり期待できない状況。

全体計画区域　2937ha　

事業認可区域　1974ha

整備済　1608ha

【津山全域（旧津山、久米、勝北、加茂）】

整備率　55％

整備率　82％　

残り整備費　約408億円

全体計画区域を15億円/年で整備した場合、
約2８年の年数が必要。
また、今後施設の更新に６億円/年程度の
費用が必要。（試算）
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見直し箇所は、
経済性・土地利
用状況等により
検討

全体計画

全体計画
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【個別処理】
合併処理浄化層

【集合処理】
公共下水道事業

【集合処理】
農業集落排水事業

↓
公共下水道に接続

→区域拡大

→区域縮小

汚水処理施設の種類と概念図
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検討区域の設定等

①経済性の比較

②土地の利用状況・各種計画等

審議会による評価等

整備区域の策定

見直し案の作成



6

・経済性の比較
　建設コスト等の経済性を基にして、集合処理が有利か、個別処理が有利かを比較し、
最適な集合処理区域を検討する。

集合処理と個別処理のコスト比較の概念図



7

都市計画区域
（津山市都市計画マスタープラン）

用途地域

居住誘導区域
（津山市立地適正化計画）

都市機能誘導区域

　・土地の利用状況・各種計画
　公共下水道は都市計画に定める都市施設の一部であり、各種計画区域を全体計画見直し
の検討項目とする。

◆用途地域

◆居住誘導区域

用途の混在を防ぐことを目的とし、
住居・商業・工業など市街地の大
枠としての土地利用を定めたもの。

人口減少の中にあっても一定エリ
アにおいて人口密度を維持するこ
とにより、生活サービスやコミュ
ニティが持続的に確保されるよう、
居住を誘導すべき区域。
居住を誘導するための施策として、
下水道や雨水対策施設などの整備
を定めている。
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① 短期（～令和７年度末）
・事業認可区域の整備

② 中長期（令和８年度～令和１７年度）
・全体計画見直しにより、１０年程度で公共下水道の
概成を目指す。

全体計画区域　2937ha　

事業認可区域　1974ha

整備済　1608ha

【津山全域（旧津山、久米、勝北、加茂）】

整備率　55％

整備率　82％　

→区域縮小
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基礎調査等

整備手法の検討

全体計画見直し案の作成

パブリックコメント等

意見の反映

全体計画見直しの答申

全体計画決定

都市計画決定

検討審議会


